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（賃金額改正ありの場合）
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「徳島県最低賃金」は時間額６６６円

－効力発効日は１０月３０日の予定－
本日、徳島地方最低賃金審議会（会長　上田喜博　四国大学短期大学部教授）は、[徳島県最低賃金]の改定にかかる８月３０日付け答申に対して申出された異議の取扱いについて審議を行い、その結果、前回答申どおり、時間額６６６円とすることが適当である旨、徳島労働局長(局長　樋野浩平）に最終答申しました。

１　経過

　　徳島地方最低賃金審議会は、7月に徳島労働局長から諮問を受けて改定に係る審議を重ねてきました。８月３０日に開かれた第４回徳島地方最低賃金審議会において、１２円引き上げて時間額６６６円とすることが適当との答申を行いましたが、この答申に対して異議の申出がなされたため、本日、異議の取扱いに関する審議が行われました。審議の結果「８月３０日付け答申どおり決定することが適当である」との結論に至ったものです。
２　今後

　  本日の答申を受けて、徳島労働局長は徳島県最低賃金を時間額６６６円に改正することを決定し、９月３０日付けの官報に公示することとしています。徳島県最低賃金の効力は、官報公示日から３０日後の１０月３０日から発効します。

　　徳島労働局では、地方公共団体、経営者団体、労働組合などの各種団体に周知の協力依頼を行うなど、最低賃金額の周知広報を図ることとしています。
３　最低賃金引上げ支援対策
　　徳島労働局では最低賃金引上げにより大きな影響を受ける中小企業に対する支援策として、



・業務改善に取り組む費用の半額（年間最大１００万円）の助成金



・経営改善・労務相談への無料相談窓口の設置

　を実施しています。

　　業務改善助成金は、賃金を時間額に換算して４０円以上引き上げることを条件に、業務の改善に要する経費の半額（年間１００万円、４年間で最大４００万円）を助成します。
助成金の窓口は、徳島労働局 労働基準部 賃金室（電話　６５２－９１６５）になります。
　　無料相談窓口は、「徳島県最低賃金総合相談支援センター」（フリーダイヤル０１２０－９６７－９５１）を徳島県社会保険労務士会内に設けて、助成金の利用や経営面、労働面での様々な相談に応じています。
参考

	
	時間額
	効力発生日

	答　　申
	６６６円
	平成２５年１０月３０日予定

	現　　行（Ａ）
	６５４円
	平成２４年１０月１９日発効

	引上げ額（Ｂ）
	１２円
	

	引上げ率
	１．８３％
	（＝Ｂ÷Ａ×１００）


＜添付資料＞

　　①決定答申文写

　　②徳島県地域別最低賃金の推移（S55～)
　　③目安審議及び地域別最低賃金審議の流れ

　　⑤業務改善助成金のご案内（リーフレット）

　　⑥徳島県最低賃金総合相談支援センター（リーフレット）

（参考１）

最低賃金制度と地域別最低賃金額の改定に係る目安制度の概要
１　最低賃金制度とは
　　最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなければならないとする制度である。
　　仮に最低賃金額より低い賃金を労使合意の上で定めても、それは法律により無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとみなされる。
２　最低賃金の種類
　　最低賃金には、産業に関わりなく地域内のすべての労働者に適用される都道府県別の「地域別最低賃金」と、特定の産業に働く労働者に適用される「産業別最低賃金」の二種類が設定されている。
３　最低賃金の決定と最低賃金審議会
　　最低賃金は、最低賃金審議会において、賃金の実態調査結果など各種統計資料を十分参考にしながら審議が行われ、
　　①労働者の生計費
　　②労働者の賃金
　　③通常の事業の賃金支払能力
の３要素を考慮して決定又は改定されることとなっており、①を考慮するに当たっては、労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとされている。
　　最低賃金審議会は、厚生労働省に中央最低賃金審議会が、都道府県労働局に地方最低賃金審議会が置かれており、地域別最低賃金は、各地方最低賃金審議会の審議を経て、都道府県労働局長が決定又は改定することとなっている。
４　地域別最低賃金額改定に係る目安制度の概要
　　昭和53年から、地域別最低賃金の全国的整合性を図るため、中央最低賃金審議会が、毎年、地域別最低賃金額改定の「目安」を作成し、地方最低賃金審議会へ提示している。
　　また、目安は、地方最低賃金審議会の審議の参考として示すものであって、これを拘束するものでないこととされている。
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